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（議案第35号）

水　道　事　業　会　計

- 1 -
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(単位　千円)　

備考

水道事業収益

営 業 収 益

給 水 収 益

営 業 外 収 益 △ 5,427

長期前受金戻入 △ 5,427

簡 易 水 道
事 業 収 益

営 業 収 益 △ 1,262

給 水 収 益 △ 1,262

営 業 外 収 益

他 会 計 補 助 金

長期前受金戻入

平成29年度いわき市水道事業会計補正予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収               入

収 益 的 収 入 合 計

既決予定額 補正予定額 計款 項 目
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(単位　千円)　

備考

水道事業収益

営 業 収 益

給 水 収 益

営 業 外 収 益 △ 5,427

長期前受金戻入 △ 5,427

簡 易 水 道
事 業 収 益

営 業 収 益 △ 1,262

給 水 収 益 △ 1,262

営 業 外 収 益

他 会 計 補 助 金

長期前受金戻入

平成29年度いわき市水道事業会計補正予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収               入

収 益 的 収 入 合 計

既決予定額 補正予定額 計款 項 目

- 3 -
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(単位　千円)　

備考

水道事業費用 △ 148,601

営 業 費 用 △ 206,802

原水及び浄水費 △ 14,211

配水及び給水費 △ 49,974

総 係 費 △ 23,154

減 価 償 却 費 △ 145,991

資 産 減 耗 費

営 業 外 費 用

支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

△ 19,801

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

簡 易 水 道
事 業 費 用

営 業 費 用

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

△ 146,685

水道事業会計

支               出

収 益 的 支 出 合 計

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計

- 4 -

(単位　千円)　

備考

水 道 事 業
資 本 的 収 入

△ 302,397

企 業 債 △ 171,900

企 業 債 △ 171,900

工 事 負 担 金 △ 11,289

工 事 負 担 金 △ 11,289

国 庫 補 助 金 △ 30,501

国 庫 補 助 金 △ 30,501

他 会 計 出 資 金 △ 88,707

他 会 計 出 資 金 △ 88,707

簡易水道事業
資 本 的 収 入

△ 4,048

他 会 計 出 資 金 △ 4,048

他 会 計 出 資 金 △ 4,048

△ 306,445資 本 的 収 入 合 計

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収               入

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計

- 5 -
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(単位　千円)　

備考

水 道 事 業
資 本 的 収 入

△ 302,397

企 業 債 △ 171,900

企 業 債 △ 171,900

工 事 負 担 金 △ 11,289

工 事 負 担 金 △ 11,289

国 庫 補 助 金 △ 30,501

国 庫 補 助 金 △ 30,501

他 会 計 出 資 金 △ 88,707

他 会 計 出 資 金 △ 88,707

簡易水道事業
資 本 的 収 入

△ 4,048

他 会 計 出 資 金 △ 4,048

他 会 計 出 資 金 △ 4,048

△ 306,445資 本 的 収 入 合 計

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収               入

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計

- 5 -

－ 5－



(単位　千円)　

備考

水 道 事 業
資 本 的 支 出

△ 975,019

建 設 改 良 費 △ 958,196

基幹浄水場連絡管
整 備 事 業 費

△ 75,370

老朽管更新事業費 △ 738,193

施設更新事業費 △ 144,633

企 業 債 償 還 金 △ 16,823

企 業 債 償 還 金 △ 16,823

簡易水道事業
資 本 的 支 出

△ 2,354

建 設 改 良 費 △ 2,354

施設更新事業費 △ 2,354

△ 977,373

水道事業会計

資 本 的 支 出 合 計

支               出

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計

- 6 -
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（単位　千円）

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益

減価償却費

固定資産除却費

貸倒引当金の増減額（△は減少）

退職給付引当金の増減額（△は減少） △5,532

賞与引当金の増減額（△は減少）

法定福利費引当金の増減額（△は減少）

長期前受金戻入額 △639,875

受取利息及び受取配当金 △823

支払利息

有形固定資産売却損益（△は益） △10

未収金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少） △485,870

たな卸資産の増減額（△は増加）

前払金の増減額（△は増加）

預り金の増減額（△は減少） △110,204

小計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額 △573,766

業務活動によるキャッシュ・フロー

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △10,074,381

有形固定資産の売却による収入

国庫補助金等による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー △8,781,251

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △2,052,250

他会計からの出資による収入

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額（又は減少額） △3,546,067

資金期首残高

資金期末残高

平成29年度いわき市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

(平成29年４月１日から平成30年３月31日まで)

- 7 -
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（変　更）

全  体  計 

左  の  財 

工 事 国 庫
負 担 金 補 助 金

千円 千円 千円 千円

水道事業 建設改良費 平・鹿島水

資本的支出 系幹線新設 補正前の額

小名浜平第 補 正 額 △ 43,497 △ 10,800

２工区 計

補正前の額

補 正 額 △ 43,497 △ 10,800

計

鹿島・常磐

水系幹線新 補正前の額

設第１工区 補 正 額 △ 31,873 △ 7,900

計

補正前の額

補 正 額 △ 31,873 △ 7,900

計

水道事業会計

計

計

い　わ　き　市　水　道　事　業　会　計 

款 項 事 業 名 年

度
年 割 額

企 業 債

- 8 -
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（変　更）

全  体  計 

左  の  財 

工 事 国 庫
負 担 金 補 助 金

千円 千円 千円 千円

水道事業 建設改良費 平・鹿島水

資本的支出 系幹線新設 補正前の額

小名浜平第 補 正 額 △ 43,497 △ 10,800

２工区 計

補正前の額

補 正 額 △ 43,497 △ 10,800

計

鹿島・常磐

水系幹線新 補正前の額

設第１工区 補 正 額 △ 31,873 △ 7,900

計

補正前の額

補 正 額 △ 31,873 △ 7,900

計

水道事業会計

計

計

い　わ　き　市　水　道　事　業　会　計 

款 項 事 業 名 年

度
年 割 額

企 業 債

- 8 -

 継　続　費　補　正　に　関　す　る　調　書

     画 前 前 年 度 前 年 度 末 当 該 年 度 当 該 年 度 翌 年 度 継 続 費

 源  　　内  　  訳 末 ま で の までの支払 支 払 義 務 末 ま で の 以 降 の の 総 額

他 会 計 他 会 計 損益勘定 支 払 義 務 義 務 発 生 発 生 支 払 義 務 支 払 義 務 に対する

負 担 金 出 資 金 留保資金 発 生 額 見 込 額 予 定 額 発生予定額 発生予定額 進 捗 率

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％

△ 21,749 △ 10,948 △ 43,497 △ 43,497

△ 21,749 △ 10,948 △ 43,497 △ 43,497

△ 15,937 △ 8,036 △ 31,873 △ 31,873

△ 15,937 △ 8,036 △ 31,873 △ 31,873

- 9 -
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  資    産    の    部
千円 千円 千円 千円

１ 固　定　資　産

⑴

イ

ロ

△1,926,270

ハ

△55,494,274

ニ

△12,015,952

ホ

△74,395

ヘ

△427,951

ト

⑵

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

２ 流　動　資　産

⑴

⑵

△18,517

⑶

水道事業会計

資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計

電 話 加 入 権

電 気 施 設 利 用 権

ダ ム 使 用 権

電 話 施 設 利 用 権

その他の無形固定資産

無 形 固 定 資 産 合 計

工具器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

橋 り ょ う 利 用 権

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

  平成29年度いわき市水道事業予定貸借対照表（当年度分）

(平成30年３月31日)

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

- 10 -

水道事業会計 － 10 －



  資    産    の    部
千円 千円 千円 千円

１ 固　定　資　産

⑴

イ

ロ

△1,926,270

ハ

△55,494,274

ニ

△12,015,952

ホ

△74,395

ヘ

△427,951

ト

⑵

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

２ 流　動　資　産

⑴

⑵

△18,517

⑶

水道事業会計

資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計

電 話 加 入 権

電 気 施 設 利 用 権

ダ ム 使 用 権

電 話 施 設 利 用 権

その他の無形固定資産

無 形 固 定 資 産 合 計

工具器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

橋 り ょ う 利 用 権

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

  平成29年度いわき市水道事業予定貸借対照表（当年度分）

(平成30年３月31日)

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

- 10 -

  負    債    の    部
千円 千円 千円 千円

３ 固　定　負　債

⑴

⑵

イ

４ 流　動　負　債

⑴

⑵

⑶

イ

ロ

⑷

５ 繰　延　収　益

⑴

△14,852,586

  資    本    の    部
千円 千円 千円 千円

６ 資　　本　　金

７ 剰　　余　　金

⑴

イ

ロ

ハ

⑵
イ 当 年 度 未 処 分

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

国 県 補 助 金

寄附金及び負担金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

その他の流動負債

流 動 負 債 合 計

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

企 業 債 合 計

未 払 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

法定福利費引当金

引 当 金 合 計

退 職 給 付 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

企 業 債
イ 建設改良費等の財源に

充てるための企業債

企 業 債
イ 建設改良費等の財源に

充てるための企業債

企 業 債 合 計

引 当 金

- 11 -
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Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記（当年度分）

１ たな卸資産の評価基準及び評価方法

・貯蔵品 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法により算定）

２ 固定資産の減価償却方法

⑴ 有形固定資産

・減価償却の方法 定額法（取替資産については取替法）

・主な耐用年数

建物 ７～50年

構築物 ５～80年

機械及び装置 ６～20年

車両運搬具 ２～６年

工具器具及び備品 ２～20年

⑵ 無形固定資産

・減価償却の方法 定額法

・主な耐用年数

ダム使用権 55年

３ 引当金の計上方法

⑴ 退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相

当する金額を計上している。

⑵ 賞与引当金

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額

に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

⑶ 法定福利費引当金

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末に

おける支出見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

⑷ 貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、当年度末における貸倒見積高を貸倒実

績率により計上している。

４ 消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。

水道事業会計

- 12 -
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Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記（当年度分）

１ たな卸資産の評価基準及び評価方法

・貯蔵品 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法により算定）

２ 固定資産の減価償却方法

⑴ 有形固定資産

・減価償却の方法 定額法（取替資産については取替法）

・主な耐用年数

建物 ７～50年

構築物 ５～80年

機械及び装置 ６～20年

車両運搬具 ２～６年

工具器具及び備品 ２～20年

⑵ 無形固定資産

・減価償却の方法 定額法

・主な耐用年数

ダム使用権 55年

３ 引当金の計上方法

⑴ 退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相

当する金額を計上している。

⑵ 賞与引当金

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額

に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

⑶ 法定福利費引当金

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末に

おける支出見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

⑷ 貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、当年度末における貸倒見積高を貸倒実

績率により計上している。

４ 消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。

水道事業会計

- 12 -

５ 会計方針の変更（たな卸資産の変更）

たな卸資産は、メーター、薬品及び材料としてきたが、そのうち薬品については、

品質確保の観点から購入後直ちに使用するため、当年度からたな卸資産としない。

Ⅱ．予定貸借対照表に関する注記

１ 企業債の償還に係る他会計の負担

円である。

Ⅲ．セグメント情報に関する注記

め、記載を省略している。

Ⅳ．その他の注記

１ 引当金の取崩し

⑴ 退職給付引当金の目的使用による取崩し

取り崩す。

⑵ 賞与引当金の目的使用による取崩し

72,810千円を取り崩す。

⑶ 法定福利費引当金の目的使用による取崩し

め、法定福利費引当金13,595千円を取り崩す。

⑷ 貸倒引当金の目的使用による取崩し

め、貸倒引当金5,637千円を取り崩す。

平成 年度において、期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費を支出するた

平成 年度において、平成 年度の債権に属する不納欠損を補填するた

貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内

に償還予定のものも含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は 千

いわき市水道事業会計は、水道事業及び簡易水道事業の単一セグメントであるた

平成 年度において、退職手当を支給するため、退職給付引当金 千円を

平成 年度において、期末手当及び勤勉手当を支給するため、賞与引当金

- 13 -

－ 13 －



平 成 29 年 度 い わ き 市 水 道 

収 益 的 収 入 

収      

営 業 収 益

給 水 収 益

営 業 外 収 益 △ 5,427

長 期 前 受 金 戻 入 △ 5,427

営 業 収 益 △ 1,262

給 水 収 益 △ 1,262

営 業 外 収 益

他 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

収　 益 　的　 収　 入 　合 　計

水道事業会計

款 項 目 既 決 予 定 額 補 正 予 定 額 計

水 道 事 業 収 益

簡易水道事業収益

- 14 -

水道事業会計 － 14 －



平 成 29 年 度 い わ き 市 水 道  事 業 会 計 補 正 予 算 説 明 書

収 益 的 収 入  及  び  支  出

      入
（単位　千円）

給 水 収 益

長 期 前 受 金 戻 入 △ 5,427

給 水 収 益 △ 1,262

他 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

各 目 明 細

節 金　　額 附　　　　　　　　　　　　記

○資本費相当額に係る繰入金

　　　　　　 （補正前）      （補　正）      （補正後）

○有収水量　  444,500㎥       △3,600㎥     　440,900㎥

　　　　　　 （補正前）      （補　正）      （補正後）

○有収水量　 37,023,000㎥   　417,000㎥    　37,440,000㎥

○固定資産取得等により交付された補助金等の収益化額

○固定資産取得等により交付された補助金等の収益化額

- 15 -

－ 15 －



支      

△ 148,601

営 業 費 用 △ 206,802

原 水 及 び 浄 水 費 △ 14,211

配 水 及 び 給 水 費 △ 49,974

総 係 費 △ 23,154

減 価 償 却 費 △ 145,991

資 産 減 耗 費

営 業 外 費 用

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

△ 19,801

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

営 業 費 用

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

収　 益 　的　 支　 出　 合　 計 △ 146,685

水道事業会計

計

簡易水道事業費用

水 道 事 業 費 用

款 項 既 決 予 定 額目 補 正 予 定 額

既 決 予 定 額 補 正 予 定 額 計

- 16 -

水道事業会計 － 16 －



      出
（単位　千円）

修 繕 費 △ 10,776

薬 品 費 △ 1,175

負 担 金 △ 2,260

委 託 料 △ 20,216

修 繕 費 △ 7,679

動 力 費 △ 5,786

薬 品 費 △ 1,949

メ ー タ ー 費 △ 14,344

委 託 料 △ 21,229

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 △ 1,925

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

△ 145,986

無 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

△ 5

固 定 資 産 除 却 費 ○固定資産除却費

○固定資産撤去費 △ 37,044

企 業 債 利 息 △ 19,801

消費税及び地方消費税

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

固 定 資 産 除 却 費

節

各 目 明 細

金　　額 附　　　　　　　　　　　　記

- 17 -

－ 17 －



資 本 的 収 入

収

△ 302,397

企 業 債 △ 171,900

企 業 債 △ 171,900

工 事 負 担 金 △ 11,289

工 事 負 担 金 △ 11,289

国 庫 補 助 金 △ 30,501

国 庫 補 助 金 △ 30,501

他 会 計 出 資 金 △ 88,707

他 会 計 出 資 金 △ 88,707

△ 4,048

他 会 計 出 資 金 △ 4,048

他 会 計 出 資 金 △ 4,048

資 　本 　的　 収 　入 　合 　計 △ 306,445

水道事業会計

水 道 事 業
資 本 的 収 入

簡 易 水 道 事 業
資 本 的 収 入

款 項 目 既 決 予 定 額 補 正 予 定 額 計

- 18 -

資 本 的 収 入 及  び  支  出

      入
（単位　千円）

建設改良費等の財源に △ 171,900

充てるための企業債 ○基幹浄水場連絡管     129,900   △20,000    109,900

　整備事業費

○老朽管更新事業費　 1,546,600  △151,900  1,394,700

工 事 負 担 金 △ 11,289

○老朽管更新事業費　 　 79,262 　△11,289　   67,973

国 庫 補 助 金 △ 30,501

○老朽管更新事業費　 　 20,436 　 　△501　   19,935

○施設更新事業費　　　  30,000   △30,000          0

他 会 計 出 資 金 △ 88,707

○基幹浄水場連絡管  　 259,922   △39,946    219,976

　整備事業費

○老朽管更新事業費　 　108,103 　△33,761　   74,342

○施設更新事業費　　　  15,000   △15,000          0

他 会 計 出 資 金 △ 4,048

金　　額 附　　　　　　　　　　　　記

                       (補正前)　 (補　正) 　(補正後)

                       (補正前)　 (補　正)　 (補正後)

○資本的収支不足額に係る繰入金

                       (補正前)　 (補　正)　 (補正後)

                       (補正前)　 (補　正) 　(補正後)

各 目 明 細

節

- 19 -

水道事業会計 － 18 －



資 本 的 収 入

収

△ 302,397

企 業 債 △ 171,900

企 業 債 △ 171,900

工 事 負 担 金 △ 11,289

工 事 負 担 金 △ 11,289

国 庫 補 助 金 △ 30,501

国 庫 補 助 金 △ 30,501

他 会 計 出 資 金 △ 88,707

他 会 計 出 資 金 △ 88,707

△ 4,048

他 会 計 出 資 金 △ 4,048

他 会 計 出 資 金 △ 4,048

資 　本 　的　 収 　入 　合 　計 △ 306,445

水道事業会計

水 道 事 業
資 本 的 収 入

簡 易 水 道 事 業
資 本 的 収 入

款 項 目 既 決 予 定 額 補 正 予 定 額 計

- 18 -

資 本 的 収 入 及  び  支  出

      入
（単位　千円）

建設改良費等の財源に △ 171,900

充てるための企業債 ○基幹浄水場連絡管     129,900   △20,000    109,900

　整備事業費

○老朽管更新事業費　 1,546,600  △151,900  1,394,700

工 事 負 担 金 △ 11,289

○老朽管更新事業費　 　 79,262 　△11,289　   67,973

国 庫 補 助 金 △ 30,501

○老朽管更新事業費　 　 20,436 　 　△501　   19,935

○施設更新事業費　　　  30,000   △30,000          0

他 会 計 出 資 金 △ 88,707

○基幹浄水場連絡管  　 259,922   △39,946    219,976

　整備事業費

○老朽管更新事業費　 　108,103 　△33,761　   74,342

○施設更新事業費　　　  15,000   △15,000          0

他 会 計 出 資 金 △ 4,048

金　　額 附　　　　　　　　　　　　記

                       (補正前)　 (補　正) 　(補正後)

                       (補正前)　 (補　正)　 (補正後)

○資本的収支不足額に係る繰入金

                       (補正前)　 (補　正)　 (補正後)

                       (補正前)　 (補　正) 　(補正後)

各 目 明 細

節

- 19 -

－ 19 －



支      

△ 975,019

建 設 改 良 費 △ 958,196

基幹浄水場連絡管
整 備 事 業 費

△ 75,370

老朽管更新事業費 △ 738,193

施 設 更 新 事 業 費 △ 144,633

企 業 債 償 還 金 △ 16,823

企 業 債 償 還 金 △ 16,823

△ 2,354

建 設 改 良 費 △ 2,354

施 設 更 新 事 業 費 △ 2,354

資　 本 　的　 支　 出　 合　 計 △ 977,373

水道事業会計

目 計

簡 易 水 道 事 業
資 本 的 支 出

水 道 事 業
資 本 的 支 出

款 項 既 決 予 定 額 補 正 予 定 額

- 20 -

      出
（単位　千円）

工 事 請 負 費 △ 75,370

委 託 料 △ 239,737

工 事 請 負 費 △ 498,456

委 託 料 △ 35,865

工 事 請 負 費 △ 108,768

企 業 債 償 還 金 △ 16,823

工 事 請 負 費 △ 2,354

各 目 明 細

附　　　　　　　　　　　　記節 金　　額

- 21 -

水道事業会計 － 20 －



支      

△ 975,019

建 設 改 良 費 △ 958,196

基幹浄水場連絡管
整 備 事 業 費

△ 75,370

老朽管更新事業費 △ 738,193

施 設 更 新 事 業 費 △ 144,633

企 業 債 償 還 金 △ 16,823

企 業 債 償 還 金 △ 16,823

△ 2,354

建 設 改 良 費 △ 2,354

施 設 更 新 事 業 費 △ 2,354

資　 本 　的　 支　 出　 合　 計 △ 977,373

水道事業会計

目 計

簡 易 水 道 事 業
資 本 的 支 出

水 道 事 業
資 本 的 支 出

款 項 既 決 予 定 額 補 正 予 定 額

- 20 -

      出
（単位　千円）

工 事 請 負 費 △ 75,370

委 託 料 △ 239,737

工 事 請 負 費 △ 498,456

委 託 料 △ 35,865

工 事 請 負 費 △ 108,768

企 業 債 償 還 金 △ 16,823

工 事 請 負 費 △ 2,354

各 目 明 細

附　　　　　　　　　　　　記節 金　　額

- 21 -

－ 21 －



 



（議案第36号）

病　院　事　業　会　計

- 23 -

－ 23 －



平成29年度いわき市病院事業会計補正予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収                入
（単位　千円）

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備考

病 院 事 業 収 益

医 業 収 益

入 院 収 益

外 来 収 益

医 業 外 収 益

他 会 計 負 担 金

特 別 利 益

過年度損益修正益

支                出
（単位　千円）

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備考

病 院 事 業 費 用

医 業 費 用

材 料 費

特 別 損 失

過年度損益修正損

病院事業会計

収　　益　　的　　収　　入　　合　　計

収　　益　　的　　支　　出　　合　　計

- 24 -

病院事業会計 － 24 －



資 本 的 収 入 及 び 支 出

収                入
（単位　千円）

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備考

資本的収入

企 業 債 △ 12,400

企 業 債 △ 12,400

国 県 補 助 金

国 県 補 助 金

負 担 金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 補 助 金

他 会 計 補 助 金

寄 附 金

寄 附 金

支                出
（単位　千円）

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備考

資本的支出

その他資本的支出

基 金 積 立 金

資　　本　　的　　収　　入　　合　　計

資　　本　　的　　支　　出　　合　　計

- 25 -

－ 25 －



（単位　千円）

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益

減価償却費

貸倒引当金の増減額（△は減少）

退職給付引当金の増減額（△は減少） △610,180

賞与引当金の増減額（△は減少）

法定福利費引当金の増減額（△は減少）

長期前受金戻入額 △657,717

受取利息及び配当金 △653

支払利息及び企業債取扱諸費

固定資産除却費

未収金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

たな卸資産の増減額（△は増加）

修学資金償還免除額

　　　小　　計

受取利息及び配当金

支払利息及び企業債取扱諸費 △11,757

　業務活動によるキャッシュ・フロー

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △15,811,471

無形固定資産の取得による支出 △972

長期性預金の預入による支出 △46,997

貸付による支出 △53,880

貸付金の回収による収入

国庫補助金等による収入

他会計からの繰入金による収入

　投資活動によるキャッシュ・フロー △14,786,429

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

企業債による収入

企業債の償還による支出 △871,061

他会計借入金の償還による支出 △140,000

他会計からの出資による収入

　財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額（又は減少額） △1,295,089

資金期首残高

平成29年度いわき市病院事業予定キャッシュ・フロー計算書
(平成29年４月１日から平成30年３月31日まで)

資金期末残高

病院事業会計
病院事業会計 － 26 －



 



（変　更）

企 業 債
一 般 会 計
負 担 金 等

国 庫
支 出 金

県 支 出 金
損 益 勘 定
留 保 資 金

千円 千円 千円 千円 千円 千円

補正前の額

補 正 額

計

補正前の額

補 正 額

計

補正前の額

補 正 額

計

補正前の額

補 正 額

計

補正前の額

補 正 額 △ 12,400 △ 32,483

計

補正前の額

補 正 額 △ 9 △ 9

計

補正前の額

補 正 額

計

補正前の額

補 正 額 △ 8 △ 8

計

補正前の額

補 正 額

計

病院事業会計

年度 年　　割　　額
左　の　財　源　内　訳

資本的
支 出

建 設
改良費

新 病 院
建築事業

い わ き 市 病 院 事 業 会 計 

計

款 項 事 業 名

全　　　体　　　計　　　画

- 28 -

　

千円 千円 千円 千円 千円 ％

翌 年 度
以 降 の
支 払 義 務
発 生 予 定 額

継 続 費
の 総 額 に
対 す る
進 捗 率

 継 続 費 補 正 に 関 す る 調 書

前 前 年 度
末 ま で の
支 払 義 務
発 生 額

前 年 度 末
ま で の 支 払
義 務 発 生

見 込 額

当 該 年 度
支 払 義 務
発 生
予 定 額

当 該 年 度
末 ま で の
支 払 義 務
発 生 予 定 額

- 29 -
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千円 千円 千円 千円 千円 ％

翌 年 度
以 降 の
支 払 義 務
発 生 予 定 額

継 続 費
の 総 額 に
対 す る
進 捗 率

 継 続 費 補 正 に 関 す る 調 書

前 前 年 度
末 ま で の
支 払 義 務
発 生 額

前 年 度 末
ま で の 支 払
義 務 発 生

見 込 額

当 該 年 度
支 払 義 務
発 生
予 定 額

当 該 年 度
末 ま で の
支 払 義 務
発 生 予 定 額

- 29 -

－ 29 －



い わ き 市 病 院 事 業 会 計  

　（追  加）

事 項

期 間

千円

病院事業会計

前年度末までの支払義務発生（見込）額
限 度 額

金 額

新 病 院 用 地 取 得 事 業
（賃借人物件移転補償費）

― ―

- 30 -

  債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

期 間

千円 千円

当 該 年 度 以 降 の 支 払 義 務 発 生 予 定 額 左 の 財 源 内 訳

平 成 年 度 平 成 年 度 以 降
入 院 収 益 等

金 額 金 額

― 平 成 30 年 度

- 31 -
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  債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

期 間

千円 千円

当 該 年 度 以 降 の 支 払 義 務 発 生 予 定 額 左 の 財 源 内 訳

平 成 年 度 平 成 年 度 以 降
入 院 収 益 等

金 額 金 額

― 平 成 30 年 度

- 31 -

－ 31 －



平成29年度いわき市病院事業予定貸借対照表（当年度分）

千円 千円 千円 千円

１

⑴

イ

ロ

△ 8,495,571

ハ

△ 3,212,799

ニ

△ 7,229,291

ホ

△ 64,324

ヘ

⑵

イ

ロ

⑶

イ

ロ

２

⑴

⑵

△ 15,991

⑶

病院事業会計

(平成30年３月31日)

資    産    の    部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

器 械 備 品

減 価 償 却 累 計 額

車 両

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

商 標 権

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

貸 付 金

基 金

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

病院事業会計 － 32 －



千円 千円 千円 千円

３

⑴

イ

⑵

⑶

イ

４

⑴

イ

⑵

⑶

イ

ロ

⑷

⑸

５

△ 3,280,358

６

７

⑴

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

⑵

イ

△ 7,873,252

△ 6,077,976

負    債    の    部

固 定 負 債

企 業 債

建設改良に要する企業債

企 業 債 合 計

他 会 計 借 入 金

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

建設改良に要する企業債

企 業 債 合 計

他 会 計 借 入 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

未 払 金

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資  　本    の    部

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

寄 附 金

国 庫 補 助 金

県 補 助 金

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

資 本 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

利 益 剰 余 金 合 計

- 33 -

－ 33 －



Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記（当年度分）

１ たな卸資産の評価基準及び評価方法

・ 貯蔵品 先入先出法による原価法

２ 固定資産の減価償却方法

⑴ 有形固定資産

・ 減価償却の方法

建物 定額法による。

その他 定額法による。

・ 主な耐用年数

建物 ５年～ 年

構築物 ５年～ 年

器械備品 ３年～ 年

車両 ３年～５年

⑵ 無形固定資産

・ 減価償却の方法

定額法による。

・ 主な耐用年数

商標権 年

３ 引当金の計上方法

⑴ 退職給付引当金

職 員 の退 職手 当の支 給 に備 える ため、 当 年度 の退 職手当 の 期末 要

支給額に相当する金額を計上している（他 会計が負担すると見込ま

れる金額は除く。）。

⑵ 賞与引当金

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末におけ

る 支 給 見 込 額 に 基 づ き 、 当 年 度 の 負 担 に 属 す る 額 を 計 上 し て い る

（他会計が負担すると見込まれる金額は除く。）。

⑶ 法定福利費引当金

職 員 の期 末 手 当及び 勤 勉手 当に 係る法 定 福利 費の 支出に 備 える た

め、当年度末における支給 見込額に基づき、当年度の負担に属する

額を計上している（他 会計が負担すると見込まれる金額は除く。） 。

⑷ 貸倒引当金

債権の 不納欠損 による損 失に備え るため、 貸倒実績 率等によ る回

収不能見込額を計上している。

４ 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は 、税抜き方式によっている。 な

お 、 控 除 対 象 外 消 費 税 等 に つ い て は 、 当 年 度 の 費 用 と し て 処 理 し

て いる。た だし、固 定資産取 得等に係 る控除対 象外消費 税等につ いて

は、取得資産の付随費用として資産の取得価格に算入している。

Ⅱ．予定貸借対照表に関する注記

１ 企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算し

て１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、他会計が負担すると見

込まれる額は 千円である。

病院事業会計

- 34 -

Ⅲ．セグメント情報に関する注記

１ 報告セグメントの概要

い わき 市病院 事業で は、 病院事 業及び 看護 学院事 業の２ つを 報告 セ

グメントとしている。

なお、各報告セグメントに属する事業の内容は次のとおりである。

事 業 区 分 事 業 の 内 容

病院事業 市民の健康保持に必要な医療を提供する業務

看護学院事業
看 護 師 に な ろ う と す る 者 に 対 し 必 要 な 知 識 及 び

技能を修得させる業務

２ 報告セグメントごとの事業収益等

（単位 千円）

項 目 病院事業 看護学院事業 合 計

医業収益

医業費用

医業損益 △ △

看護学院収益

看護学院費用

経常損益 △

セグメント資産

セグメント負債

その他の項目

他会計繰入金

減価償却費

受取利息及び配当金

支払利息及び企業債取扱諸費

特別利益

特別損失

有形固定資産の増加額

Ⅳ．その他の注記

１ 引当金の取崩し

⑴ 退職給付引当金の取崩し

当年度に退職手当を支給するため、退職給付引当金 千円

を取り崩す。

⑵ 賞与引当金の取崩し

当年度に前年度の負担に属する期末手当及び勤勉手当を支給する

ため、賞与引当金 千円を取り崩す。

⑶ 法定福利費引当金の取崩し

当年度に前年度の負担に属する期末手当及び勤勉手当に係る法定

福利費を支出するため、法定福利費引当金 千円を取り崩す。

⑷ 貸倒引当金の取崩し

当年度に債権の不納欠損による損失を処理するため、貸倒引当金

千円を取り崩す。

病院事業会計 － 34 －



Ⅲ．セグメント情報に関する注記

１ 報告セグメントの概要

い わき 市病院 事業で は、 病院事 業及び 看護 学院事 業の２ つを 報告 セ

グメントとしている。

なお、各報告セグメントに属する事業の内容は次のとおりである。

事 業 区 分 事 業 の 内 容

病院事業 市民の健康保持に必要な医療を提供する業務

看護学院事業
看 護 師 に な ろ う と す る 者 に 対 し 必 要 な 知 識 及 び

技能を修得させる業務

２ 報告セグメントごとの事業収益等

（単位 千円）

項 目 病院事業 看護学院事業 合 計

医業収益

医業費用

医業損益 △ △

看護学院収益

看護学院費用

経常損益 △

セグメント資産

セグメント負債

その他の項目

他会計繰入金

減価償却費

受取利息及び配当金

支払利息及び企業債取扱諸費

特別利益

特別損失

有形固定資産の増加額

Ⅳ．その他の注記

１ 引当金の取崩し

⑴ 退職給付引当金の取崩し

当年度に退職手当を支給するため、退職給付引当金 千円

を取り崩す。

⑵ 賞与引当金の取崩し

当年度に前年度の負担に属する期末手当及び勤勉手当を支給する

ため、賞与引当金 千円を取り崩す。

⑶ 法定福利費引当金の取崩し

当年度に前年度の負担に属する期末手当及び勤勉手当に係る法定

福利費を支出するため、法定福利費引当金 千円を取り崩す。

⑷ 貸倒引当金の取崩し

当年度に債権の不納欠損による損失を処理するため、貸倒引当金

千円を取り崩す。
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平 成 29 年 度 い わ き 市 病 院　
収　益　的　収　入　

収

各　　　　　目　　　　　明　　　　　細

医 業 収 益

入 院 収 益

外 来 収 益

医 業 外 収 益

他 会 計 負 担 金

特 別 利 益

過年度損益修正益

支

各　　　　　目　　　　　明　　　　　細

医 業 費 用

材 料 費

特 別 損 失

過年度損益修正損

病院事業会計

補正予定額 計

計目 既決予定額 補正予定額

病 院 事 業 収 益

収　　益　　的　　収　　入　　合　　計

収　　益　　的　　支　　出　　合　　計

款       項 目 既決予定額

病 院 事 業 費 用

款       項

- 36 -
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平 成 29 年 度 い わ き 市 病 院　
収　益　的　収　入　

収

各　　　　　目　　　　　明　　　　　細

医 業 収 益

入 院 収 益

外 来 収 益

医 業 外 収 益

他 会 計 負 担 金

特 別 利 益

過年度損益修正益

支

各　　　　　目　　　　　明　　　　　細

医 業 費 用

材 料 費

特 別 損 失

過年度損益修正損

病院事業会計

補正予定額 計

計目 既決予定額 補正予定額

病 院 事 業 収 益

収　　益　　的　　収　　入　　合　　計

収　　益　　的　　支　　出　　合　　計

款       項 目 既決予定額

病 院 事 業 費 用

款       項

- 36 -

平 成 29 年 度 い わ き 市 病 院　 　事 業 会 計 補 正 予 算 説 明 書
収　益　的　収　入　 　及　び　支　出

入
（単位　千円）

各　　　　　目　　　　　明　　　　　細

節 附　　　　　　　　　　　　記

入 院 収 益

　　　　　　　　　　 （補正前）  （補　正）  （補正後）
○一日平均入院患者数 　   528人　 　 △18人  　 　510人
○年間延入院患者数    192,720人   △6,570人 　186,150人
○一人一日入院収益　　 70,300円　　 3,700円　　74,000円

外 来 収 益

　　　　　　　　　　 （補正前）  （補　正）  （補正後）
○一日平均外来患者数 　   921人　 　  △9人  　 　912人
○年間延外来患者数    224,724人   △2,196人 　222,528人
○一人一日外来収益　　 14,200円　　　 400円　　14,600円

一 般 会 計 負 担 金 ○繰出基準に基づくもの

過年度損益修正益 ○減価償却費の修正に伴う補助金等収益化額

出
（単位　千円）

各　　　　　目　　　　　明　　　　　細

節 附　　　　　　　　　　　　記

薬 品 費

過年度損益修正損 ○減価償却費の修正

金          額

金          額

- 37 -
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資　本　的　収　入　
収

各　　　　　目　　　　　明　　　　　細

企 業 債 △ 12,400

企 業 債 △ 12,400

国 県 補 助 金

国 県 補 助 金

負 担 金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 補 助 金

他 会 計 補 助 金

寄 附 金

寄 附 金

支

各　　　　　目　　　　　明　　　　　細

その他資本的支出

基 金 積 立 金

病院事業会計

款       項 目 既決予定額 補正予定額 計

資　　本　　的　　支　　出　　合　　計

計

資 本 的 支 出

資 本 的 収 入

資　　本　　的　　収　　入　　合　　計

款       項 目 既決予定額 補正予定額

- 38 -
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資　本　的　収　入　
収

各　　　　　目　　　　　明　　　　　細

企 業 債 △ 12,400

企 業 債 △ 12,400

国 県 補 助 金

国 県 補 助 金

負 担 金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 補 助 金

他 会 計 補 助 金

寄 附 金

寄 附 金

支

各　　　　　目　　　　　明　　　　　細

その他資本的支出

基 金 積 立 金

病院事業会計

款       項 目 既決予定額 補正予定額 計

資　　本　　的　　支　　出　　合　　計

計

資 本 的 支 出

資 本 的 収 入

資　　本　　的　　収　　入　　合　　計

款       項 目 既決予定額 補正予定額

- 38 -

資　本　的　収　入　 　及　び　支　出
入

（単位　千円）

各　　　　　目　　　　　明　　　　　細

節 附　　　　　　　　　　　　記

企 業 債 △ 12,400 ○新病院事業債

国 県 補 助 金
○災害時拠点強靭化緊急促進事業費国庫補助金　  　182,330
○地域医療復興事業費県補助金　　　 　　　　　　△32,483

一 般 会 計 負 担 金 ○繰出基準に基づくもの

一 般 会 計 補 助 金 ○新病院づくり応援基金積立てに係る補助金

寄 附 金 ○新病院づくり応援基金寄附金

出
（単位　千円）

各　　　　　目　　　　　明　　　　　細

節 附　　　　　　　　　　　　記

基 金 積 立 金 ○新病院づくり応援基金積立金

金          額

金          額

- 39 -
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（議案第37号）

下 水 道 事 業 会 計

- 41 -

－ 41 －



 



平成29年度いわき市下水道事業会計補正予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収                入
（単位　千円）

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備考

下水道事業収益 △105,885

営 業 収 益 △40,467

他会計負担金 △40,337

その他営業収益 △130

営 業 外 収 益 △65,418

他会計負担金 △41,956

国 庫 補 助 金 △19,348

県 補 助 金 △380

長期前受金戻入 △3,734

△105,885

支 出
（単位　千円）

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備考

下水道事業費用 △181,440

営 業 費 用 △110,686

管 渠 費 △37,213

総 係 費 △1,480

減 価 償 却 費 △7,442

資 産 減 耗 費 △64,551

営 業 外 費 用 △70,754

支払利息及び
企業債取扱諸費

△70,754

△181,440

収　　益　　的　　収　　入　　合　　計

収　　益　　的　　支　　出　　合　　計

- 43 -

－ 43 －



資 本 的 収 入 及 び 支 出

収                入
（単位　千円）

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備考

資 本 的 収 入 △1,388,589

企 業 債 △576,100

建設改良企業債 △576,100

他会計出資金 △134,857

他会計出資金 △134,857

国 庫 補 助 金 △643,985

国 庫 補 助 金 △643,985

県 補 助 金 △21,140

県 補 助 金 △21,140

負 担 金 等 △12,507

受益者負担金 △3,938

工 事 負 担 金 △8,569

△1,388,589

支 出
（単位　千円）

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備考

資 本 的 支 出 △1,314,576

建 設 改 良 費 △1,314,576

管 渠 建 設 費 △233,165

ポンプ場建設費 △315,970

処理場建設費 △765,441

△1,314,576

資　　本　　的　　収　　入　　合　　計

資　　本　　的　　支　　出　　合　　計

下水道事業会計

- 44 -
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（単位　千円）

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益

減価償却費

貸倒引当金の増減額（△は減少）

退職給付引当金の増減額（△は減少）

賞与引当金の増減額（△は減少）

法定福利費引当金の増減額（△は減少）

長期前受金戻入額 △1,774,835

受取利息及び配当金 △11

支払利息及び企業債取扱諸費

固定資産除却費

未収金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少） △138,572

　　　小　　計

受取利息及び配当金

支払利息及び企業債取扱諸費 △1,045,563

　業務活動によるキャッシュ・フロー

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △4,124,944

国庫補助金等による収入

　投資活動によるキャッシュ・フロー △2,517,271

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

企業債による収入

企業債の償還による支出 △3,883,330

他会計からの出資による収入

　財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額（又は減少額） △10,993

資金期首残高

平成29年度いわき市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
(平成29年４月１日から平成30年３月31日まで)

資金期末残高

- 45 -

－ 45 －



（変　更）

企 業 債
一 般 会 計
出 資 金

国 庫 補 助 金 県 補 助 金

千円 千円 千円 千円 千円

補正前の額

補 正 額

計

補正前の額

補 正 額 △4,400 △2,000 △156 △2,200 △44

計

補正前の額

補 正 額 △4,400 △2,000 △156 △2,200 △44

計

補正前の額

補 正 額

計

補正前の額

補 正 額 △55,620 △24,500 △2,753 △27,810 △557

計

補正前の額

補 正 額 △55,620 △24,500 △2,753 △27,810 △557

計

補正前の額

補 正 額

計

補正前の額

補 正 額 △97,880 △40,300 △4,718 △50,962 △1,900

計

補正前の額

補 正 額 △97,880 △40,300 △4,718 △50,962 △1,900

計

大原ポンプ
場建設事業
（雨水ポン
プ機械電気
設備）

北部浄化セ
ンター建設
事業（散気
装置機械電
気設備等）

い わ き 市 下 水 道 事 業 会 計 

款 項 事 業 名

全　　　体　　　計　　　画

年度 年　　割　　額
左　の　財　源　内　訳

資本的
支 出

建 設
改良費

北白土第二
ポンプ場建
設事業（汚
水沈砂池機
械電気設
備）

計

計

計

下水道事業会計
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 継 続 費 補 正 に 関 す る 調 書

前 前 年 度
末 ま で の
支 払 義 務
発 生 額

前 年 度 末
ま で の 支 払
義 務 発 生

見 込 額

当 該 年 度
支 払 義 務
発 生
予 定 額

当 該 年 度
末 ま で の
支 払 義 務
発 生 予 定 額

翌 年 度
以 降 の
支 払 義 務
発 生 予 定 額

継 続 費
の 総 額 に
対 す る
進 捗 率

千円 千円 千円 千円 千円 ％

△4,400 △4,400

△4,400 △4,400

△55,620 △55,620

△55,620 △55,620

△97,880 △97,880

△97,880 △97,880

- 47 -下水道事業会計 － 46 －



 継 続 費 補 正 に 関 す る 調 書

前 前 年 度
末 ま で の
支 払 義 務
発 生 額

前 年 度 末
ま で の 支 払
義 務 発 生

見 込 額

当 該 年 度
支 払 義 務
発 生
予 定 額

当 該 年 度
末 ま で の
支 払 義 務
発 生 予 定 額

翌 年 度
以 降 の
支 払 義 務
発 生 予 定 額

継 続 費
の 総 額 に
対 す る
進 捗 率

千円 千円 千円 千円 千円 ％

△4,400 △4,400

△4,400 △4,400

△55,620 △55,620

△55,620 △55,620

△97,880 △97,880

△97,880 △97,880
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（変　更）

企 業 債
一 般 会 計
出 資 金

国 庫 補 助 金 県 補 助 金

千円 千円 千円 千円 千円

補正前の額

補 正 額

計

補正前の額

補 正 額 △16,445 △6,500 △735 △9,045 △165

計

補正前の額

補 正 額 △16,445 △6,500 △735 △9,045 △165

計

補正前の額

補 正 額

計

補正前の額

補 正 額 △85,800 △37,800 △4,242 △42,900 △858

計

補正前の額

補 正 額 △85,800 △37,800 △4,242 △42,900 △858

計

補正前の額

補 正 額

計

補正前の額

補 正 額 △355,000 △140,300 △15,900 △195,250 △3,550

計

補正前の額

補 正 額 △355,000 △140,300 △15,900 △195,250 △3,550

計

計

中部浄化セ
ンター建設
事業（水処
理機械電気
設備等）

計

手掴ポンプ
場建設事業
（監視制御
電気設備）

中部浄化セ
ンター建設
事業（ブロ
ア機械電気
設備等）

計

年度 年　　割　　額
左　の　財　源　内　訳款 項 事 業 名

全　　　体　　　計　　　画

下水道事業会計

- 48 -

△355,000

△355,000

△85,800

△85,800

△16,445 △16,445

△16,445 △16,445

千円 千円 千円 千円 ％千円

当 該 年 度
支 払 義 務
発 生
予 定 額

当 該 年 度
末 ま で の
支 払 義 務
発 生 予 定 額

翌 年 度
以 降 の
支 払 義 務
発 生 予 定 額

継 続 費
の 総 額 に
対 す る
進 捗 率

前 前 年 度
末 ま で の
支 払 義 務
発 生 額

前 年 度 末
ま で の 支 払
義 務 発 生

見 込 額

- 49 -
下水道事業会計 － 48 －



△355,000

△355,000

△85,800

△85,800

△16,445 △16,445

△16,445 △16,445

千円 千円 千円 千円 ％千円

当 該 年 度
支 払 義 務
発 生
予 定 額

当 該 年 度
末 ま で の
支 払 義 務
発 生 予 定 額

翌 年 度
以 降 の
支 払 義 務
発 生 予 定 額

継 続 費
の 総 額 に
対 す る
進 捗 率

前 前 年 度
末 ま で の
支 払 義 務
発 生 額

前 年 度 末
ま で の 支 払
義 務 発 生

見 込 額

- 49 -
－ 49 －



平成29年度いわき市下水道事業予定貸借対照表（当年度分）

千円 千円 千円 千円

１

⑴

イ

ロ

△403,442

ハ

△5,054,621

ニ

△3,133,114

ホ

△1,078

へ

△5,949

ト

⑵

イ

２

⑴

⑵

△50,862貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

無 形 固 定 資 産

地 上 権

無 形 固 定 資 産 合 計

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

(平成30年３月31日)

資  産  の  部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

下水道事業会計

- 50 -
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千円 千円 千円 千円

３

⑴

イ

ロ

⑵

イ

４

⑴

イ

ロ

⑵

⑶

イ

ロ

⑷

５

⑴

△3,602,063

千円 千円 千円 千円

６

７

⑴

イ

ロ

⑵

イ

資 本 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

国 県 補 助 金

長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資  　本  の  部

資 本 金

法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 合 計

未 払 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

充 て る た め の 企 業 債

退 職 給 付 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

固 定 負 債

企 業 債

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 合 計

引 当 金

充 て る た め の 企 業 債

負  債  の  部

- 51 -
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下水道事業会計 

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記（当年度分）

１ 固定資産の減価償却方法

⑴ 有形固定資産

・ 減価償却の方法 定額法（取替資産については取替法）

・ 主な耐用年数

建物 ８～ 年

構築物 ～ 年

機械及び装置 ６～ 年

車両運搬具 ４ ～ ６ 年

工具器具及び備品 ５～ 年

⑵ 無形固定資産

・ 減価償却の方法 定額法

・ 主な耐用年数

地上権 ５年

２ 引当金の計上方法

⑴ 退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度の退職手当の期末 要支給

額に相当する金額を計上している（他会計が負担すると見込まれる金額

は除く。）。

⑵ 賞与引当金

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における

支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

⑶ 法定福利費引当金

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、

当年度末における支出見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上

している。

⑷ 貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不

能見込額を計上している。

３ 消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。

Ⅱ．予定貸借対照表に関する注記

１ 企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して

１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、他会計が負担すると見込ま

れる額は 千円である。

Ⅲ．セグメント情報に関する注記

いわき市下水道事業会計は、下水道事業のみの単一セグメントであるため、

記載を省略している。

- 52 -

Ⅳ．その他の注記

１ 引当金の取崩し

⑴ 退職給付引当金の取崩し

平 成 年 度 に お い て 、 退 職 手 当 を 支 給 す る た め 、 退 職 給 付 引 当 金

千円を取り崩す。

⑵ 賞与引当金の取崩し

平成 年度において、 期末手当及び勤勉手当を支給するため、 賞 与

引当金 千円を取り崩す。

⑶ 法定福利費引当金の取崩し

平成 年度において、期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費 を 支

出するため、法定福利費引当金 千円を取り崩す。

⑷ 貸倒引当金の取崩し

平成 年度において、債権の不納 欠損による損失を処理するため 、

貸倒引当金 千円を取り崩す。
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Ⅳ．その他の注記

１ 引当金の取崩し

⑴ 退職給付引当金の取崩し

平 成 年 度 に お い て 、 退 職 手 当 を 支 給 す る た め 、 退 職 給 付 引 当 金

千円を取り崩す。

⑵ 賞与引当金の取崩し

平成 年度において、 期末手当及び勤勉手当を支給するため、 賞 与

引当金 千円を取り崩す。

⑶ 法定福利費引当金の取崩し

平成 年度において、期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費 を 支

出するため、法定福利費引当金 千円を取り崩す。

⑷ 貸倒引当金の取崩し

平成 年度において、債権の不納 欠損による損失を処理するため 、

貸倒引当金 千円を取り崩す。
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平 成 29 年 度 い わ き 市 下 水 道　

収　益　的　収　入　

収

各　　　　　目　　　　　明　　　　　細

△105,885

営 業 収 益 △40,467

他 会 計 負 担 金 △40,337

そ の 他 営 業 収 益 △130

営 業 外 収 益 △65,418

他 会 計 負 担 金 △41,956

国 庫 補 助 金 △19,348

県 補 助 金 △380

長 期 前 受 金 戻 入 △3,734

△105,885

支

各　　　　　目　　　　　明　　　　　細

△181,440

営 業 費 用 △110,686

管 渠 費 △37,213

総 係 費 △1,480

減 価 償 却 費 △7,442

資 産 減 耗 費 △64,551

営 業 外 費 用 △70,754

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

△70,754

△181,440収　　益　　的　　支　　出　　合　　計

下 水 道 事 業 費 用

款  項 目 既決予定額 補正予定額 計

計

下 水 道 事 業 収 益

収　　益　　的　　収　　入　　合　　計

款  項 目 既決予定額 補正予定額

下水道事業会計
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平 成 29 年 度 い わ き 市 下 水 道 　事 業 会 計 補 正 予 算 説 明 書

収　益　的　収　入　 　及　び　支　出

入

（単位　千円）

各　　　　　目　　　　　明　　　　　細

節 附　　　　　　　　　　　　記

一 般 会 計 負 担 金 △40,337 ○雨水処理に要する費用に係る繰入金

手 数 料 △130 ○受益者負担金督促手数料

一 般 会 計 負 担 金 △41,956 ○分流式公共下水道に要する費用に係る繰入金

国 庫 補 助 金 △19,348 ○管渠改築調査委託料等に係る国庫補助金

県 補 助 金 △380 ○管渠改築調査委託料等に係る県補助金

長 期 前 受 金 戻 入 △3,734 ○固定資産取得等により交付された補助金等の収益化額

出

（単位　千円）

各　　　　　目　　　　　明　　　　　細

節 附　　　　　　　　　　　　記

委 託 料 △37,213 ○管渠改築調査委託料等

補 助 金 △1,480 ○雨水流出抑制施設設置補助金

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

△7,442

固 定 資 産 除 却 費 △64,551

企 業 債 利 息 △70,754

金  額

金  額
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資　本　的　収　入　

収

△1,388,589

企 業 債 △576,100

建 設 改 良 企 業 債 △576,100

他 会 計 出 資 金 △134,857

他 会 計 出 資 金 △134,857

国 庫 補 助 金 △643,985

国 庫 補 助 金 △643,985

県 補 助 金 △21,140

県 補 助 金 △21,140

負 担 金 等 △12,507

受 益 者 負 担 金 △3,938

工 事 負 担 金 △8,569

△1,388,589

資 本 的 収 入

款  項 計

資　　本　　的　　収　　入　　合　　計

補正予定額目 既決予定額

下水道事業会計
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資　本　的　収　入　 　及　び　支　出

入

（単位　千円）

節

建 設 改 良 企 業 債 △576,100 ○下水道建設事業債

一 般 会 計 出 資 金 △134,857

国 庫 補 助 金 △643,985 ○社会資本整備総合交付金

県 補 助 金 △21,140 ○福島県土木事業補助金

受 益 者 負 担 金 △3,938

工 事 負 担 金 △8,569

金  額

各　　　　　目　　　　　明　　　　　細

附　　　　　　　　　　　　記

○建設改良費に係る繰入金
○企業債償還金に係る繰入金
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支

△1,314,576

建 設 改 良 費 △1,314,576

管 渠 建 設 費 △233,165

ポ ン プ 場 建 設 費 △315,970

補正予定額 計既決予定額款  項 目

資 本 的 支 出

下水道事業会計
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出

（単位　千円）

節

委 託 料 △40,805

補 償 費 △15,000

工 事 請 負 費 △177,360

（財源内訳）

（補正前） （補　正） （補正後）

○建設改良企業債 △94,700

○一般会計出資金 △51,647

○国庫補助金 △79,327

○県補助金 △3,553

○受益者負担金 △3,938

工 事 請 負 費 △315,970

（財源内訳）

（補正前） （補　正） （補正後）

○建設改良企業債 △151,600

○一般会計出資金

○国庫補助金 △153,702

○県補助金 △5,602

○工事負担金 △8,569

各　　　　　目　　　　　明　　　　　細

○手掴ポンプ場
　　監視制御設備改築（電気）

○新町前ポンプ場
　　雨水除塵機設備改築（機械）
　　監視制御設備改築（電気）

○北白土第二ポンプ場
　　監視制御設備改築（電気）
　　汚水沈砂池設備改築（機械・電気）

○大原ポンプ場
　　雨水ポンプ設備改築（機械・電気）

○幹線管渠　四倉汚水準幹線

○枝管　　　北部処理区：四倉町、内町、宮町
　　　　　　中部処理区：滝尻
　　　　　　南部処理区：錦町

附　　　　　　　　　　　　記金  額
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処 理 場 建 設 費 △765,441

△1,314,576

計款  項 目 既決予定額 補正予定額

資　　本　　的　　支　　出　　合　　計

下水道事業会計
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（単位　千円）

節

委 託 料 △67,116

工 事 請 負 費 △698,325

（財源内訳）

（補正前） （補　正） （補正後）

○建設改良企業債 △329,800

○一般会計出資金 △12,700

○国庫補助金 △410,956

○県補助金 △11,985

各　　　　　目　　　　　明　　　　　細

○北部浄化センター
　　散気装置改築（機械）
　　汚水除塵機改築（機械・電気）
　　受変電設備改築（電気）

○中部浄化センター
　　ブロア設備増設（機械・電気）
　　水処理設備改築（機械・電気）
　　受変電設備改築（電気）

金  額 附　　　　　　　　　　　　記
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